
（ ）

　

予算額・
執行額

（単位:百万円）

事業番号 0052

医療分野の研究開発関連、科学技術・イノベーション、
高齢社会対策

年度2

2 年度
平成29年度 30年度 令和元年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

91 106 120 - -

57.3 71.7 -

東日本大震災からの復興の基本方針（平成23年7月東日本
大震災復興対策本部）、第5期科学技術基本計画（平成28年
１月閣議決定）、科学技術イノベーション総合戦略2016（平成
28年5月閣議決定）、健康・医療戦略（平成26年7月22日閣議
決定）　他

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

246.2 109.1

22

24 61

25

240.8 -

-

-

-

1,596.8 0

関係する
計画、通知等

達成度

32

-

13

年度

-

39

-

158.7 147.9 134.8 - -

89 105.6

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 件

令和2年度行政事業レビューシート 復興庁

執行額

1,593 1,584 1,575.1 1,618.5 0

1,584 1,575.1

執行率（％） 100% 100% 100%

自治体との協力協定等の
締結数を、過去３年間の平
均以上とする

自治体との協力協定等の
締結数

成果実績 件

目標値

平成23年度
事業終了

（予定）年度
令和2年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

東日本大震災の被災地の住民を対象として健康調査を実施し、被災地住民の健康向上と自治体の健康管理に貢献するとともに、ゲノム情報を含む大規模な
バイオバンクを構築し、将来的に東北発の次世代医療を実現することを目指す。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

-

1,593

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

1,596.8

21.7

30年度

東日本大震災の被災地に医療関係人材を派遣して住民の同意を得つつ健康調査を実施し、健康調査の結果の回付等を通じて被災地住民の健康不安の解
消に貢献するとともに、１５万人規模の生体試料、健康情報等が収集されたバイオバンクを構築することで、次世代医療の実現のための基盤を形成する。さら
に、協力者から得られたゲノム情報、健康情報、診療情報等を併せて解析することで、遺伝的要因や環境要因と疾患との関係を明らかにし、病気の正確な診
断や予防、薬の副作用の低減等の次世代医療の実現を目指す。
（補助率定額）

-

1,593

- -

▲21.7

東北メディカル・メガバンク
計画の試料・情報を活用し
た震災関連の論文数

-

件

医療分野の研究開発の推進
（東北メディカル・メガバンク） 担当部局庁 復興庁 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 統括官付参事官(予算・会計担当) 参事官　増田　直樹

事業名

会計区分

2年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和元年度

文教及び科学振興

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

3年度要求

予算
の状
況

1,584

東北メディカル・メガバンク
計画の試料・情報を活用し
た震災関連の論文数を、過
去3年間の平均以上とする

実施方法

定量的な成果目標

平成29年度

％

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

健康・医療戦略推進法
国立研究開発法人日本医療研究開発機構法

主要政策・施策

東日本大震災復興特別会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
文科省調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 99%

チェック

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
文科省調べ



発見された疾患関連遺伝子候補及び薬剤関連遺伝子
候補数（累積）

施策 9-3 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対応

政策 9　未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

測
定
指
標

実績値 件 -

単位
年度年度

-

中間目標 目標年度

平成29年度

平成29年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業を適切に実行することで、日本医療研究開発機構における基礎研究から臨床まで一貫した医療分野の研究開発が推進され、施策目標9-3に
掲げる目標が達成されるとともに、測定指標に掲げる「健康・医療戦略」等に示された目標値達成に向けた研究成果等が創出される。

- 2
定量的指標

117

1,102/24,437

30年度

3,351/85,270

23,500 52,023 83,851

-

単位

詳細二次調査関連経費　／　詳細二次調査実施件数

単位当たり
コスト

30年度 令和元年度

194 -

目標値 件

人

2,230/55,194 -

2年度活動見込

45,096 40,403

詳細二次調査実施件数

39,299

活動実績

令和元年度

円

24,437 55,194 85,270

平成29年度 30年度 令和元年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

人

計算式 百万円/人

単位

- -

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

400- -

2年度
活動見込

3年度
活動見込

-

110,427

-

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

被災地における心身の健康向上支援について、国が負担す
ることは妥当と考える。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

有

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込み数を超えた実績を実現している。

○

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

毎年度、単価見直し等によるコスト削減に向けた工夫が行わ
れ、その成果が反映されている。

東北メディカル・メガバンク計画の試料・情報を活用した震災
関連の論文数及び自治体との協力協定等の締結数は目標
を上回った実績を実現している。

○

被災地住民及び自治体に直接的に関与するコホート調査等
及びそれら実施のための運営に必要な経費のみが計上され
ている。

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

東日本大震災の被災地の復興のために国が取り組むべき
施策として、「東日本大震災からの復興の基本方針」、「健
康・医療戦略」等に位置づけられており、優先度が高い事業
である。

必要経費のみを措置した上でほぼ目標に見合った成果を挙
げており、妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

支出先の選定に当たっては、研究開発の特殊性により、一
定の一者応札・随意契約が避けられないものもあるが、原則
として一般競争入札を実施し、また、随意契約については複
数者の見積りを集める等の競争性を確保する取組みを実施
している。一者応札となったものについては、引き続き精査
する。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

○

コホート調査の結果が自治体の施策に反映される等、事業
の成果が十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

本事業は、健康・医療戦略推進本部でとりまとめられた９つ
の各省連携プロジェクト「疾病克服に向けたゲノム医療実現
化プロジェクト」内の事業の一つとして位置付けられており、
実施機関である日本医療研究開発機構において他の事業と
の役割分担が適切に実施されている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

引き続き、「東北メディカル・メガバンク計画プログラム推進委員会」等において事業の進捗管理を適切に実施しつつ、PD、PS、POを通じた関
連事業との一体的なプロジェクト管理の下で、「東北メディカル・メガバンク計画　全体計画」に基づき事業を推進する。必要に応じて全体計画
の見直し等を実施するとともに、予算執行状況に関する点検・検証に努める。

平成25年度からの本格的な健康調査の開始に際して、コホート調査や解析研究等の具体的な実施計画（「東北メディカル・メガバンク計画　全
体計画」）を平成24年度に「東北メディカル・メガバンク計画推進本部」において決定し、本全体計画に則った事業運営を行っている。被災地の
復興と東北発の次世代医療を実現すべく、先行して実施されている他のコホート等の知見を有効に活用しつつ事業を推進している。
　また、事業の実施に当たっては「東北メディカル・メガバンク計画推進委員会」等の助言を踏まえ、事業の進捗に応じて全体計画の改定等を
実施し、適切な進捗管理に努めると共に、平成27年度からは日本医療研究開発機構の設置に伴い、プログラム・ディレクター（PD)、プログラ
ム・スーパーバイザー（PS)、プログラム・オフィサー（PO)を通じた関連事業との一体的なプロジェクトを実施することで、効率的な運用に努めて
いる。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

東日本大震災の被災地の復興のために国が取り組むべき
施策であるとともに、個別化医療等次世代医療に対する社
会の期待に応える事業である。

被災地の医療復興とともに、我が国の次世代医療の基盤と
なる成果の創出を一体的に行う事業であり、地方自治体、民
間等での実施は困難である。

○

医療分野の研究開発の推進0243

文部科学省

○

補助機関に対しては、補助金交付決定前にヒアリング等によ
り支出の確認・指導を行っており、中間段階における資金の
支出は合理的である。

文部科学省

事業番号 事業名所管府省名

国立研究開発法人日本医療研究開発機構運営費交付金に
必要な経費

0244

-



平成30年度 0052

平成29年度 0053

文科-0273、0033 平成25年度
文科-0247、0039、新25-
0022

平成26年度 文科-0239、文科-0244、058 平成27年度 0056 平成28年度 0067

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成31年度

終
了
予
定

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

計画とおり、令和２年度で終了。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

予
定
通
り

終
了

計画とおり終了することは適当。事業の検証を行い、成果や知見の活用を図ること。

当該事業は当初計画通り令和２年度をもって終了とする。

関連する過去のレビューシートの事業番号



※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

復興庁

1,596.8百万円

文部科学省へ移替え

文部科学省

1,575.1百万円

東日本大震災の被災地の住民を対象として健康調査を実施し、大規模なバイオバンクを構築。
また、健康調査の結果の回付等を通じて被災地の住民の健康管理に貢献するとともに、バイオバ
ンクを用いた解析研究を実施することにより、個別化予防等の基盤を形成し、将来的には、東北
発の次世代医療の実現を目指す。

A.国立研究開発法人

日本医療研究開発機構

1,575.1百万円

東北メディカル・メガバンク計画事業の
推進方針の決定及び進捗管理等の事

B-2.学校法人

岩手医科大学

334.5百万円

【補助】

【補助】

B-1.国立大学法人

東北大学

1,218.3百万円

B.1,552.7百万円

C.民間企業等

（全280機関）

株式会社キクチ等

505百万円

D.民間企業等

（全125機関）

株式会社ビー・エム・エル

等

194百万円

東北メディカル・メガバンク計画の実施

詳細調査参加者に対する謝 調査票等発送・返送後納郵便料

【一般競争入札、随意契約】 【随意契約、その他】



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立大学法人東北
大学

7370005002147
東北メディカル・メガバンク
計画の実施

1,218.3 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -2

-

学校法人岩手医科
大学

4400005000752
東北メディカル・メガバンク
計画の実施

334.5

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ー
東北メディカル・メガバンク
計画の推進等

契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

0

- -

法　人　番　号

9010005023796 1,575.1

入札者数
（応募者数）

落札率

Ｄ.株式会社ビー・エム・エル

費　目

検体回収費用 3

1

計 52 計

消耗品費 採血管 1

計 334.5 計 91

〃 健康調査血液検査（サテライト型） 22

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

業務委託費 健康調査血液検査（特定健診参加型） 26

〃

B-2.学校法人岩手医科大学 Ｃ.株式会社キクチ

費　目 使　途

人件費 業務担当者人件費　等 150.2

事業実施費 業務委託費、消耗品等の購入、他 184.3 物品費
QUOｶｰﾄﾞ 5,000円券 920枚 (謝礼用)　他81
件

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費東北メディカル・メガバンク計画事業の推進

費　目

計 1,575.1 計 1,218.3

費　目 使　途

510.9

B-1.国立大学法人東北大学
金　額

(百万円）

1,552.7

業務委託費等、消耗品購入、その他課題管理費等 東北メディカル・メガバンク計画事業の事務

業務担当者等の人件費等

22.4 業務実施費

使　途

補助金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

91

金　額
(百万円）

A.国立研究開発法人日本医療研究開発機構

707.4

国立研究開発法人
日本医療研究開発
機構

チェック



C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

8

9

6

7

株式会社アイシーエ
ス

5400001000020 調査票等入力業務委託 9
随意契約
（その他）

- - -

10
ヤマトシステム開発
株式会社

9010601029263
検体移送用セキュリティー
BOX

4
随意契約
（その他）

- - -

富士ゼロックス岩手
株式会社

8400001000190
サテライト文書管理システ
ム保守業務　等

5
随意契約
（その他）

- - -

1

4

5

2

3

株式会社日専連
パートナーズ

6400001001653
研究協力者謝礼 (QUOカー
ド)

15
随意契約
（その他）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

7

8

5

6

凸版印刷株式会社
東日本事業本部

7010501016231 電子ﾏﾈｰﾎﾟｲﾝﾄ付与業務 21
一般競争契約
（最低価格）

1 100％ -

9

10

ソニー株式会社　仙
台テクノロジーセン
ター

3370601003097
地域支援多賀城センター
賃料及び光熱水料負担金

10
随意契約
（少額）

- - -

テスコ株式会社 1370001009259
ﾆﾌﾟﾛ ｾｰﾌﾀｯﾁPSVｾｯﾄ ﾎﾙ
ﾀﾞｰ付き 21G　他115件

14
随意契約
（少額）

- - -

3

4

1

2

株式会社キクチ 6370001007679
QUOｶｰﾄﾞ 5,000円券 920枚
(謝礼用)　他81件

91
一般競争契約
（最低価格）

1 100％ -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社仙台三川 2370001011024
追跡調査票封入・封緘・発
送業務、調査票電子化・
データ入力業務

64
一般競争契約
（最低価格）

1 100％ -

日本郵便株式会社 1010001112577
4月分後納郵便料(地域住
民)　他290件

61
随意契約
（少額）

- - -

株式会社LSIメディエ
ンス

1010401068675 生体試料検査業務委託 59
一般競争契約
（最低価格）

1 100％ -

株式会社ビー・プロ 7370001002729
4月分三世代追跡調査票封
入・封緘・発送業務(通常発
送)　他84件

21
一般競争契約
（最低価格）

1 100％ -

カガワ印刷株式会社 6370001007547
地域住民ｺﾎｰﾄ調査 2013-
2015年度ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ結果報
告書　他50件

11
随意契約
（少額）

- - -

株式会社櫻工房 5370301002752
地域支援石巻センター賃
料及び光熱水料負担金

9
随意契約
（少額）

- - -

株式会社ビー・エム・
エル

7011001019237 健康調査血液検査　等 52
随意契約
（その他）

- - -

公益財団法人岩手
県予防医学協会

6400005005270 健康調査血液検査　等 13
随意契約
（その他）

- - -

日本郵便株式会社 1010001112577
調査票等発送、返送後納
郵便料　等

12 その他 - - -

生活習慣病予防研
究センター

2030003006361
コホート調査管理システム
「賢人V2」保守業務　等

10
随意契約
（その他）

- - -

杜陵高速印刷株式
会社

1400001001179 調査票等印刷　等 6
随意契約
（その他）

- - -

川口印刷工業株式
会社

4400001000459 健康調査結果回付報告書 5
随意契約
（その他）

- - -

チェック
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